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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水溶性エチレン性不飽和単量体の重合体である吸水性樹脂と液媒体とを含む吸水性樹脂
組成物が収容された収容器と接続され、該収容器内の気体成分を冷却する熱交換構造体に
おいて、
　前記気体成分が流過する複数の配管と、
　前記配管を外方から覆うように筒状に形成される胴部であって、前記配管内を流過する
前記気体成分との間の熱交換によって前記気体成分を冷却する熱交換流体が流過する胴部
と、
　前記胴部の軸線方向一端部に周縁部が固定される第１隔壁であって、前記配管の一端部
が挿通される挿通孔が形成された第１隔壁と、
　前記胴部の軸線方向一端部に連なる筒状の第１周壁部と、該第１周壁部の一端部を塞ぐ
天板とを含む第１蓋部であって、前記収容器から放出された前記気体成分を、前記配管内
に流入させるための流入開口部が形成された第１蓋部と、
　前記第１蓋部と前記第１隔壁とで囲まれた空間に、前記第１周壁部から内方に延びる板
状部材であって、厚み方向に貫通する複数の貫通孔が形成された板状部材と、
　前記胴部の軸線方向他端部に周縁部が固定される第２隔壁であって、前記配管の他端部
が挿通される挿通孔が形成された第２隔壁と、
　前記胴部の軸線方向他端部に連なる筒状の第２周壁部と、該第２周壁部の一端部を塞ぐ
底板とを含む第２蓋部であって、前記配管内を流過する、前記熱交換流体との間の熱交換
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によって冷却された気体成分を、外部に放出させるための放出開口部が形成された第２蓋
部と、を備え、
　前記板状部材は、前記胴部の軸線に対して傾斜しており、該板状部材の表面に、傾斜方
向上方側から下方側に向けての滑り性を向上させる表面加工が施されていることを特徴と
する熱交換構造体
【請求項２】
　前記板状部材の表面加工が、フッ素樹脂加工であることを特徴とする請求項１に記載の
熱交換構造体。
【請求項３】
　前記胴部内に設けられ、前記配管が挿通される挿通孔を有する複数の邪魔板であって、
前記胴部内を流過する前記熱交換流体の流れ方向を変化させる複数の邪魔板を備えること
を特徴とする請求項１または２に記載の熱交換構造体。
【請求項４】
　水溶性エチレン性不飽和単量体を液媒体中で重合反応させて、吸水性樹脂を生成する重
合反応器と、
　前記重合反応器と接続され、重合反応器内の気体成分を冷却する、請求項１～３のいず
れか１つに記載の熱交換構造体と、
　前記熱交換構造体の前記放出開口部から放出された、前記熱交換流体との間の熱交換に
よって冷却された気体成分を、前記重合反応器に流入させる冷却気体成分流入構造体と、
を備えることを特徴とする吸水性樹脂の製造装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、水溶性エチレン性不飽和単量体を重合させて吸水性樹脂を製造するための製
造装置、および該製造装置に備えられる熱交換構造体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　吸水性樹脂は、紙おむつ、生理用品等の衛生材料、ペットシート等の日用品、食品用吸
水シート、ケーブル用止水材、結露防止材等の工業材料、緑化／農業／園芸専用の保水剤
や土壌改良剤等に幅広く用いられている。吸水性樹脂は、上記の用途のうち、特に衛生材
料として用いられている。
【０００３】
　このような吸水性樹脂は、通常、軽度に架橋された高分子であり、たとえば、澱粉－ア
クリロニトリルグラフト共重合体の加水分解物（特許文献１参照）、澱粉－アクリル酸グ
ラフト共重合体の中和物（特許文献２参照）等の澱粉系吸水性樹脂、酢酸ビニル－アクリ
ル酸エステル共重合体のケン化物（特許文献３参照）、およびポリアクリル酸部分中和物
（特許文献４，５，６参照）などが知られている。
【０００４】
　吸水性樹脂は、水溶性エチレン性不飽和単量体を水性液媒体（水を含む液媒体）中で重
合させて製造することができるが、重合反応中に重合熱が発生するので、この重合熱を除
去する必要がある。重合熱を除去する方法としては、水溶性エチレン性不飽和単量体の重
合反応が行われる重合反応器の外側や内部に、水などの冷媒体が流れるジャケットやコイ
ルを設置する方法、重合反応器に熱交換構造体（還流凝縮器）を接続する方法（特許文献
７参照）、重合液の蒸発潜熱を利用する方法などが挙げられる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特公昭４９－４３３９５号公報
【特許文献２】特開昭５１－１２５４６８号公報
【特許文献３】特開昭５２－１４６８９号公報
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【特許文献４】特開昭６２－１７２００６号公報
【特許文献５】特開昭５７－１５８２０９号公報
【特許文献６】特開昭５７－２１４０５号公報
【特許文献７】特開平４－３７２６０３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　吸水性樹脂を重合反応によって製造するときに、上記のいずれの重合熱除去方法を採用
したとしても、重合熱の除去による重合液（吸水性樹脂を含有する液媒体）のゲル化、重
合体の析出が発生してしまう。
【０００７】
　特に、重合反応器に熱交換構造体を接続する方法では、熱交換構造体内における重合体
の析出が大きなトラブルの原因となる。
【０００８】
　熱交換構造体は、重合反応器内の熱せられた気体成分と熱交換流体との間の熱交換によ
って前記気体成分を冷却し、その冷却された気体成分を重合反応器内に流入させるように
構成されている。このような熱交換構造体では、重合反応器から前記気体成分が流入され
るときに、重合反応器内の重合体が気体成分に同伴して熱交換構造体内に流入してしまう
。気体成分に同伴して熱交換構造体内に流入された重合体は、熱交換構造体内における気
体成分の流入口近傍の内壁面に付着し、その付着物が核となって塊状物に成長する。前記
流入口近傍の内壁面に付着した塊状物が、気体成分の流路となる配管が配置される部分に
落下してしまうと、前記配管の閉塞を引き起こしてしまう。また、重合反応器から熱交換
構造体内に流入される気体成分には、モノマー（水溶性エチレン性不飽和単量体）が含ま
れている場合があるが、この場合には、モノマーによる重合反応により、前記流入口近傍
の内壁面に付着した重合体の、内壁面に対する固着強度が一層大きくなり、これによって
、より大きな塊状物へと成長し、前記配管の閉塞を引き起こす可能性が増大してしまう。
【０００９】
　このような、重合体の塊状物が配管を閉塞させるという問題は、重合反応器に接続され
る熱交換構造体に限られるものではなく、たとえば、重合反応終了後に液媒体を留去する
ときに使用される濃縮器などのように、重合体を含有する液媒体が収容された収容器と接
続される熱交換構造体において発生する。
【００１０】
　したがって本発明の目的は、重合体である吸水性樹脂を含有する液媒体が収容された収
容器と接続される熱交換構造体において、収容器内の気体成分が流過する流路となる配管
の閉塞を抑制することができる熱交換構造体、および該熱交換構造体を備えた吸水性樹脂
の製造装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明は、水溶性エチレン性不飽和単量体の重合体である吸水性樹脂と液媒体とを含む
吸水性樹脂組成物が収容された収容器と接続され、該収容器内の気体成分を冷却する熱交
換構造体において、
　前記気体成分が流過する複数の配管と、
　前記配管を外方から覆うように筒状に形成される胴部であって、前記配管内を流過する
前記気体成分との間の熱交換によって前記気体成分を冷却する熱交換流体が流過する胴部
と、
　前記胴部の軸線方向一端部に周縁部が固定される第１隔壁であって、前記配管の一端部
が挿通される挿通孔が形成された第１隔壁と、
　前記胴部の軸線方向一端部に連なる筒状の第１周壁部と、該第１周壁部の一端部を塞ぐ
天板とを含む第１蓋部であって、前記収容部から放出された前記気体成分を、前記配管内
に流入させるための流入開口部が形成された第１蓋部と、
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　前記第１蓋部と前記第１隔壁とで囲まれた空間に、前記第１周壁部から内方に延びる板
状部材であって、厚み方向に貫通する複数の貫通孔が形成された板状部材と、
　前記胴部の軸線方向他端部に周縁部が固定される第２隔壁であって、前記配管の他端部
が挿通される挿通孔が形成された第２隔壁と、
　前記胴部の軸線方向他端部に連なる筒状の第２周壁部と、該第２周壁部の一端部を塞ぐ
底板とを含む第２蓋部であって、前記配管内を流過する、前記熱交換流体との間の熱交換
によって冷却された気体成分を、外部に放出させるための放出開口部が形成された第２蓋
部と、を備え、
　前記板状部材は、前記胴部の軸線に対して傾斜しており、該板状部材の表面に、傾斜方
向上方側から下方側に向けての滑り性を向上させる表面加工が施されていることを特徴と
する熱交換構造体である。
【００１２】
　また本発明の熱交換構造体において、前記板状部材の表面加工が、フッ素樹脂加工であ
ることを特徴とする。
【００１３】
　また本発明の熱交換構造体は、通常、前記胴部内に設けられ、前記配管が挿通される挿
通孔を有する複数の邪魔板であって、前記胴部内を流過する前記熱交換流体の流れ方向を
変化させる複数の邪魔板を備えることを特徴とする。
【００１４】
　また本発明は、水溶性エチレン性不飽和単量体を液媒体中で重合反応させて、吸水性樹
脂を生成する重合反応器と、
　前記重合反応器と接続され、重合反応器内の気体成分を冷却する、前記熱交換構造体と
、
　前記熱交換構造体の前記放出開口部から放出された、前記熱交換流体との間の熱交換に
よって冷却された気体成分を、前記重合反応器に流入させる冷却気体成分流入構造体と、
を備えることを特徴とする吸水性樹脂の製造装置である。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、熱交換構造体は、水溶性エチレン性不飽和単量体の重合体である吸水
性樹脂と液媒体とを含む吸水性樹脂組成物が収容された収容器と接続され、該収容器内の
気体成分を冷却する。この熱交換構造体は、前記気体成分が流過する流路となる複数の配
管と、該配管を外方から覆うように筒状に形成される胴部と、該胴部の軸線方向一端部に
連なる第１蓋部と、胴部の軸線方向他端部に連なる第２蓋部と、第１蓋部と胴部とを仕切
る第１隔壁と、第２蓋部と胴部とを仕切る第２隔壁と、第１蓋部と第１隔壁とで囲まれた
空間に設けられる板状部材とを備える。
【００１６】
　本発明の熱交換構造体では、収容器から放出された気体成分は、第１蓋部に形成された
流入開口部を介して、第１蓋部と第１隔壁とで囲まれた空間に流入する。このように、第
１蓋部と第１隔壁とで囲まれた空間に流入した気体成分は、筒状の胴部で囲繞された複数
の配管内を流過する。配管内を流過する気体成分は、胴部内を流過する熱交換流体との間
で熱交換が行われて冷却される。このようにして冷却された気体成分（以下、「冷却気体
成分」という）は、第２蓋部と第２隔壁とで囲まれた空間に流入する。第２蓋部と第２隔
壁とで囲まれた空間に流入した冷却気体成分は、第２蓋部に形成された放出開口部を介し
て外部に放出される。このようにして、熱交換構造体は、収容器から放出された気体成分
を冷却することができる。
【００１７】
　そして、本発明の熱交換構造体は、収容器から放出された気体成分が流入する、第１蓋
部と第１隔壁とで囲まれた空間に、第１蓋部の第１周壁部から内方に延びる板状部材であ
って、厚み方向に貫通する複数の貫通孔が形成された板状部材を備えているので、気体成
分に同伴して流入してきた重合体が核となって成長した、第１蓋部の内周面に付着した塊
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状物が、気体成分の流路となる配管が配置される胴部の部分に落下してきたとしても、塊
状物によって配管が閉塞されることを防止することができる。すなわち、板状部材は、第
１蓋部の内周面から剥離して落下してくる塊状物を受け止めて、塊状物によって配管が閉
塞されることを防止する。また、熱交換構造体が、収容器として重合反応器と接続されて
いる場合、この重合反応器から熱交換構造体内に流入される気体成分には、モノマー（水
溶性エチレン性不飽和単量体）が含まれている場合がある。この場合には、モノマーによ
る重合反応により、第１蓋部の内周面に付着した重合体の、内周面に対する固着強度が一
層大きくなり、これによってより大きな塊状物へと成長することになる。このようにして
、より大きく成長した塊状物が、第１蓋部の内周面から剥離して落下したとしても、その
塊状物を板状部材によって受け止めることができるので、塊状物によって配管が閉塞され
ることを防止することができる。なお、板状部材には、厚み方向に貫通する複数の貫通孔
が形成されているので、第１蓋部と第１隔壁とで囲まれた空間から、胴部に囲繞された配
管までの、気体成分の流路は、確保されている。
【００１８】
　また本発明によれば、板状部材は、通常、胴部の軸線に対して傾斜して配設されており
、該板状部材の表面には、傾斜方向上方側から下方側に向けての滑り性を向上させる表面
加工が施されている。これによって、第１蓋部の内周面から剥離して、板状部材上に落下
してきた塊状物を、傾斜方向下方側に集めることができるので、板状部材に形成される貫
通孔の全てが塊状物によって閉塞されることを長期間にわたって防止することができ、そ
のため、第１蓋部と第１隔壁とで囲まれた空間から、胴部に囲繞された配管までの、気体
成分の流路を、長期間にわたって確保することができる。
【００１９】
　また本発明によれば、通常、胴部内に複数の邪魔板が設けられている。邪魔板は、胴部
内を流過する熱交換流体の流れ方向を変化させるように構成されている。このような邪魔
板が胴部内に設けられることによって、熱交換流体が、邪魔板に案内されて、蛇行するよ
うに流れ方向を変化させながら胴部内を流過するので、胴部に囲繞された配管内を流過す
る気体成分と熱交換流体との間の熱交換効率を上げることができる。
【００２０】
　また本発明によれば、吸水性樹脂の製造装置は、重合反応器と、前記の本発明の熱交換
構造体と、冷却気体成分流入構造体とを備える。重合反応器は、水溶性エチレン性不飽和
単量体を液媒体（水を含む液媒体）中で重合反応させて、吸水性樹脂を生成する。熱交換
構造体は、重合反応器と接続され、重合反応器内の気体成分を冷却する。冷却気体成分流
入構造体は、熱交換構造体の放出開口部から放出された冷却気体成分を、重合反応器に流
入させる。
【００２１】
　このように構成される吸水性樹脂の製造装置では、熱交換構造体において、重合反応器
内の熱せられた気体成分と熱交換流体との間の熱交換によって前記気体成分を冷却し、そ
の冷却された気体成分である冷却気体成分が、冷却気体成分流入構造体によって重合反応
器内に流入されるので、重合反応器内の重合熱を除去することができ、水溶性エチレン性
不飽和単量体の重合反応の安定化を図ることができる。
【００２２】
　また、吸水性樹脂の製造装置は、重合反応器から放出された気体成分の流路となる配管
が配置される胴部に向けて塊状物が落下してきたとしても、配管の閉塞を防止する板状部
材を含む熱交換構造体が備えられているので、塊状物の断片が配管を介して冷却気体成分
に混入することを防止することができる。これによって、塊状物の断片が、冷却気体成分
に同伴して重合反応器内に流入することを防止することができるので、重合反応器内にお
ける重合反応により生成される吸水性樹脂の均質性の低下を防止することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明の一実施形態に係る吸水性樹脂の製造装置５００の構成を示す図である。
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【図２】本発明の一実施形態に係る熱交換構造体１００の構成を示す図である。
【図３】熱交換構造体１００に備えられる板状部材７の構成を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　図１は、本発明の一実施形態に係る吸水性樹脂の製造装置５００の構成を示す図である
。吸水性樹脂は、水溶性エチレン性不飽和単量体を重合反応させて製造することができる
。水溶性エチレン性不飽和単量体の重合方法は特に限定されず、代表的な重合方法である
水溶液重合法、乳化重合法、逆相懸濁重合法などが用いられる。
【００２５】
　水溶液重合法では、たとえば、水溶性エチレン性不飽和単量体の水溶液、内部架橋剤お
よび水溶性ラジカル重合開始剤を、必要に応じて撹拌しながら、加熱することにより重合
が行われる。この水溶液重合法では、水が液媒体として扱われ、水溶性エチレン性不飽和
単量体を水溶液状態にして重合反応が行われる。
【００２６】
　また、逆相懸濁重合法では、たとえば、水溶性エチレン性不飽和単量体の水溶液、界面
活性剤、疎水性高分子系分散剤、水溶性ラジカル重合開始剤および内部架橋剤を石油系炭
化水素分散媒中、撹拌下で加熱することにより重合が行われる。この逆相懸濁重合法では
、水と石油系炭化水素分散媒とが液媒体として扱われ、水溶性エチレン性不飽和単量体の
水溶液を、石油系炭化水素分散媒中に添加することで重合反応が行われる。
【００２７】
　本実施形態においては、精密な重合反応制御と広範な粒子径の制御が可能な観点から、
逆相懸濁重合法が好ましい。以下では、本発明の実施形態の一例として、逆相懸濁重合法
によって吸水性樹脂を製造する製造装置５００について説明する。
【００２８】
　吸水性樹脂の製造装置５００は、熱交換構造体１００と、重合反応器２００と、濃縮器
３００と、乾燥機４００とを含んで構成される。重合反応器２００では、水溶性エチレン
性不飽和単量体の重合反応が行われ、吸水性樹脂が生成される。重合反応器２００を構成
する材料としては、銅、チタン合金、およびＳＵＳ３０４、ＳＵＳ３１６、ＳＵＳ３１６
Ｌ等のステンレス鋼などを挙げることができるが、生成される吸水性樹脂の付着が抑制さ
れるという観点から、内壁面にフッ素樹脂加工などの表面加工が施されていることが好ま
しい。
【００２９】
　吸水性樹脂の原料に用いられる水溶性エチレン性不飽和単量体としては、たとえば、（
メタ）アクリル酸〔「（メタ）アクリル」とは「アクリル」および「メタクリル」を意味
する。以下同じ〕、２－（メタ）アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、マレ
イン酸等の酸基を有する単量体およびそれらの塩；（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジ
メチル（メタ）アクリルアミド、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、Ｎ－メチ
ロール（メタ）アクリルアミド等のノニオン性不飽和単量体；ジエチルアミノエチル（メ
タ）アクリレート、ジエチルアミノプロピル（メタ）アクリレート等のアミノ基含有不飽
和単量体およびそれらの四級化物等が挙げられる。これらは、それぞれ単独で用いてもよ
く、２種以上を混合して用いてもよい。
【００３０】
　なお、酸基を有する単量体を中和して塩とする場合に用いられるアルカリ性化合物とし
ては、リチウム、ナトリウム、カリウム、アンモニウム等の化合物が挙げられる。より詳
しくは、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、水酸化リチウム、炭酸ナトリウム、炭酸ア
ンモニウム等が挙げられる。
【００３１】
　水溶性エチレン性不飽和単量体の中で、好ましいものとしては工業的に入手が容易であ
る観点から、（メタ）アクリル酸およびその塩が挙げられる。
【００３２】
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　なお、酸基を有する単量体を中和する場合、その中和度は、水溶性エチレン性不飽和単
量体の酸基の３０～９０モル％であることが好ましい。中和度が３０モル％より低い場合
、酸基がイオン化されにくく、吸水能が低くなる可能性があるため好ましくない。中和度
が９０モル％を超えると、衛生材料として使用される場合、安全性等に問題が生じる可能
性があるため好ましくない。
【００３３】
　本実施形態において、水溶性エチレン性不飽和単量体は、水溶液として使用される。水
溶性エチレン性不飽和単量体水溶液の単量体濃度は、２０質量％～飽和濃度であることが
好ましい。
【００３４】
　水溶性エチレン性不飽和単量体水溶液には、必要に応じて、連鎖移動剤、増粘剤等が含
まれていてもよい。連鎖移動剤としては、たとえば、チオール類、チオール酸類、第２級
アルコール類、次亜リン酸、亜リン酸等の化合物が挙げられる。これらは単独で用いても
よく、２種以上を併用してもよい。増粘剤としては、カルボキシメチルセルロース、ヒド
ロキシエチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロース、メチルセルロース、ポリエチ
レングリコール、ポリアクリル酸、ポリアクリル酸中和物、ポリアクリルアミド等が挙げ
られる。
【００３５】
　石油系炭化水素分散媒としては、たとえば、ｎ－ヘキサン、ｎ－ヘプタン、２－メチル
ヘキサン、３－メチルヘキサン、２，３－ジメチルペンタン、３－エチルペンタン、ｎ－
オクタン等の炭素数６～８の脂肪族炭化水素、シクロヘキサン、メチルシクロヘキサン、
シクロペンタン、メチルシクロペンタン、ｔｒａｎｓ－１，２－ジメチルシクロペンタン
、ｃｉｓ－１，３－ジメチルシクロペンタン、ｔｒａｎｓ－１，３－ジメチルシクロペン
タン等の脂環族炭化水素、ベンゼン、トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素等が挙げら
れる。これらの中でも、工業的に入手が容易であることと、安全性の観点から、ｎ－ヘキ
サン、ｎ－ヘプタン、２－メチルヘキサン、３－メチルヘキサン、ｎ－オクタン等の炭素
数６～８の脂肪族炭化水素；シクロヘキサン、メチルシクロペンタン、およびメチルシク
ロヘキサン等の炭素数６～８の脂環族炭化水素がより好適に用いられる。これらの石油系
炭化水素分散媒は、単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００３６】
　さらに、これらの石油系炭化水素分散媒の中でも、逆相懸濁の状態が良好で、好適な粒
子径が得られやすく、工業的に入手が容易かつ品質が安定している観点から、ｎ－ヘプタ
ン、シクロヘキサンが好適に用いられる。また、上記炭化水素の混合物の例として、市販
されているエクソールヘプタン（エクソンモービル社製：ｎ－ヘプタンおよび異性体の炭
化水素７５～８５％含有）などを用いても好適な結果が得られる。
【００３７】
　石油系炭化水素分散媒の使用量は、水溶性エチレン性不飽和単量体水溶液を均一に分散
し、重合温度の制御を容易にする観点から、通常、水溶性エチレン性不飽和単量体水溶液
１００質量部に対して、５０～６００質量部が好ましく、５０～４００質量部がより好ま
しく、５０～２００質量部がさらに好ましい。
【００３８】
　逆相懸濁重合においては、水溶性エチレン性不飽和単量体水溶液を石油系炭化水素分散
媒に分散させて、より安定した重合粒子を得るために、界面活性剤や要すれば疎水性高分
子系分散剤を用いる。重合を異常なく安定的に完了させるという観点から、界面活性剤や
疎水性高分子系分散剤は、水溶性エチレン性不飽和単量体水溶液を重合させる前に存在さ
せて、水溶性エチレン性不飽和単量体水溶液を石油系炭化水素分散媒中に充分に分散させ
、その液滴を安定化させた後に重合を行うことができれば、それぞれ添加する時期は特に
限定はされない。既存の技術を鑑みると一部例外はあるが、界面活性剤や疎水性高分子系
分散剤は、水溶性エチレン性不飽和単量体水溶液を添加する前に、予め石油系炭化水素分
散媒に溶解または分散させておくことが一般的である。
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【００３９】
　重合時の分散安定性を保つために用いる界面活性剤としては、たとえば、ソルビタン脂
肪酸エステル、ポリオキシエチレンソルビタン脂肪酸エステル、ポリグリセリン脂肪酸エ
ステル、ポリオキシエチレングリセリン脂肪酸エステル、ショ糖脂肪酸エステル、ソルビ
トール脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンソルビトール脂肪酸エステル、ポリオキシエ
チレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル、ポリオキシエ
チレンヒマシ油、ポリオキシエチレン硬化ヒマシ油、アルキルアリルホルムアルデヒド縮
合ポリオキシエチレンエーテル、ポリオキシエチレンポリオキシプロピルアルキルエーテ
ル、ポリエチレングリコール脂肪酸エステル、アルキルグルコシド、Ｎ－アルキルグルコ
ンアミド、ポリオキシエチレン脂肪酸アミド、およびポリオキシエチレンアルキルアミン
等のノニオン系界面活性剤、脂肪酸塩、アルキルベンゼンスルホン酸塩、アルキルメチル
タウリン酸塩、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル硫酸エステル塩、ポリオキ
シエチレンアルキルエーテル硫酸エステル塩、ポリオキシエチレンアルキルエーテルスル
ホン酸およびその塩、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテルリン酸およびその塩
、ポリオキシエチレンアルキルエーテルリン酸およびその塩等のアニオン系界面活性剤が
挙げられる。これらは、それぞれ単独で用いてもよく、２種以上を混合して用いてもよい
。
【００４０】
　これらの界面活性剤の中でも、単量体水溶液の分散安定性の観点から、ポリグリセリン
脂肪酸エステル、ショ糖脂肪酸エステルおよびソルビタン脂肪酸エステルからなる群より
選ばれた少なくとも１種が好ましい。
【００４１】
　使用される界面活性剤の添加量は、水溶性エチレン性不飽和単量体水溶液１００質量部
に対して０．０１～５質量部が好ましく、０．０５～３質量部がより好ましい。界面活性
剤の添加量が０．０１質量部よりも少ない場合、水溶性エチレン性不飽和単量体水溶液の
分散安定性が低くなるため好ましくなく、５質量部よりも多い場合、経済的でないので好
ましくない。
【００４２】
　重合時の分散安定性をより高めるために、疎水性高分子系分散剤を界面活性剤と併用し
てもよい。疎水性高分子系分散剤は、使用する石油系炭化水素分散媒に対し、溶解または
分散するものを、選択して使用することが好ましく、たとえば、粘度平均分子量として２
００００以下、好ましくは１００００以下、さらに好ましくは５０００以下のものが挙げ
られる。具体的には、無水マレイン酸変性ポリエチレン、無水マレイン酸変性ポリプロピ
レン、無水マレイン酸変性エチレン・プロピレン共重合体、無水マレイン酸・エチレン共
重合体、無水マレイン酸・プロピレン共重合体、無水マレイン酸・エチレン・プロピレン
共重合体、ポリエチレン、ポリプロピレン、エチレン・プロピレン共重合体、酸化型ポリ
エチレン、酸化型ポリプロピレン、酸化型エチレン・プロピレン共重合体、エチレン・ア
クリル酸共重合体、エチルセルロース、無水マレイン化ポリブタジエン、無水マレイン化
ＥＰＤＭ（エチレン／プロピレン／ジエン三元共重合体）等が挙げられる。
【００４３】
　これらの中では無水マレイン酸変性ポリエチレン、無水マレイン酸変性ポリプロピレン
、無水マレイン酸変性エチレン・プロピレン共重合体、無水マレイン酸・エチレン共重合
体、無水マレイン酸・プロピレン共重合体、無水マレイン酸・エチレン・プロピレン共重
合体、ポリエチレン、ポリプロピレン、エチレン・プロピレン共重合体、酸化型ポリエチ
レン、酸化型ポリプロピレンおよび酸化型エチレン・プロピレン共重合体からなる群より
選ばれた少なくとも１種が好ましい。
【００４４】
　疎水性高分子系分散剤の添加量は、水溶性エチレン性不飽和単量体水溶液１００質量部
に対して０～５質量部が好ましく、０．０１～３質量部がより好ましく、０．０５～２質
量部がさらに好ましい。疎水性高分子系分散剤の添加量が５質量部よりも多い場合、経済
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的でないので好ましくない。
【００４５】
　水溶性エチレン性不飽和単量体水溶液を、重合反応器２００内に予め充填された石油系
炭化水素分散媒に添加して分散させる際、撹拌手段２０１によって分散させるが、この撹
拌手段２０１による撹拌条件については、所望の分散液滴径により異なるので、一概に決
定することはできない。分散液滴径は、撹拌手段２０１の撹拌翼の種類、翼径、回転数等
により調節することができる。撹拌翼としては、たとえば、プロペラ翼、パドル翼、アン
カー翼、タービン翼、ファウドラー翼、リボン翼、フルゾーン翼（神鋼パンテック株式会
社製）、マックスブレンド翼（住友重機械工業株式会社製）、スーパーミックス（サタケ
化学機械工業株式会社製）等を使用することが可能である。
【００４６】
　重合反応器２００内では、石油系炭化水素分散媒に所定の添加速度で添加された水溶性
エチレン性不飽和単量体水溶液を、界面活性剤存在下、石油系炭化水素分散媒中で、撹拌
手段２０１により充分撹拌して分散させ、液滴を安定化させる。そして、重合反応器２０
０内を充分に窒素置換した後、必要により内部架橋剤の存在下にて、水溶性ラジカル重合
開始剤により逆相懸濁重合を行い、含水ゲル状架橋重合体の懸濁液を得る。
【００４７】
　本実施形態で使用される水溶性ラジカル重合開始剤としては、たとえば、過硫酸カリウ
ム、過硫酸アンモニウム、過硫酸ナトリウム等の過硫酸塩；過酸化水素等の過酸化物；２
，２’－アゾビス（２－アミジノプロパン）二塩酸塩、２，２’－アゾビス［Ｎ－（２－
カルボキシエチル）－２－メチルプロピオンジアミン］四水塩、２，２’－アゾビス（１
－イミノ－１－ピロリジノ－２－メチルプロパン）二塩酸塩、２，２’－アゾビス［２－
メチル－Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）－プロピオンアミド］等のアゾ化合物等が挙げら
れる。
【００４８】
　これらの中では、入手が容易で取り扱いやすいという観点から、過硫酸カリウム、過硫
酸アンモニウム、過硫酸ナトリウムおよび２，２’－アゾビス（２－アミジノプロパン）
二塩酸塩が好ましい。
【００４９】
　なお、水溶性ラジカル重合開始剤は、亜硫酸塩、アスコルビン酸等の還元剤と併用して
レドックス重合開始剤として用いてもよい。
【００５０】
　水溶性ラジカル重合開始剤の使用量は、通常、水溶性エチレン性不飽和単量体１００質
量部あたり、０．０１～１質量部である。０．０１質量部より少ない場合、重合率が低く
なり、１質量部より多い場合、急激な重合反応が起こるため好ましくない。
【００５１】
　水溶性ラジカル重合開始剤の添加時期は特に制限されないが、予め水溶性エチレン性不
飽和単量体水溶液に添加しておくことが好ましい。
【００５２】
　必要に応じて使用される内部架橋剤としては、たとえば、（ポリ）エチレングリコール
〔「（ポリ）」とは「ポリ」の接頭語がある場合とない場合を意味する。以下同じ〕、１
，４－ブタンジオール、グリセリン、トリメチロールプロパン等のポリオール類、ポリオ
ール類とアクリル酸、メタクリル酸等の不飽和酸とを反応させて得られる二個以上のビニ
ル基を有するポリ不飽和エステル類、Ｎ，Ｎ’－メチレンビスアクリルアミド等のビスア
クリルアミド類、（ポリ）エチレングリコールジグリシジルエーテル、（ポリ）エチレン
グリコールトリグリシジルエーテル、（ポリ）グリセリンジグリシジルエーテル、（ポリ
）グリセリントリグリシジルエーテル、（ポリ）プロピレングリコールポリグリシジルエ
ーテル、（ポリ）グリセロールポリグリシジルエーテル等の二個以上のグリシジル基を含
有するポリグリシジル化合物等が挙げられる。これらは、それぞれ単独で用いてもよく、
２種以上を併用してもよい。
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【００５３】
　内部架橋剤の添加量は、水溶性エチレン性不飽和単量体１００質量部に対して、０～３
質量部が好ましく、０～１質量部がより好ましく、０．００１～０．１質量部がさらに好
ましい。添加量が３質量部を超えると、架橋が過度になり、吸水性能が低くなりすぎるた
め好ましくない。内部架橋剤は、予め水溶性エチレン性不飽和単量体水溶液に添加してお
くのが好ましい。
【００５４】
　重合反応器２００における逆相懸濁重合の際の反応温度は、使用する重合開始剤の種類
や量によって異なるので一概には決定することができないが、好ましくは３０～１００℃
、より好ましくは４０～９０℃である。反応温度が３０℃より低い場合、重合率が低くな
る可能性があり、また、反応温度が１００℃より高い場合は急激な重合反応が起こるため
好ましくない。
【００５５】
　このようにして得られた、含水ゲル状架橋重合体Ｒ２を含有する重合反応液Ｒ１（含水
ゲル状架橋重合体Ｒ２の懸濁液）を１段目の重合とし、以降、幾度か水溶性エチレン性不
飽和単量体水溶液を添加して重合を繰り返す「多段重合」を行ってもよい。特に衛生材用
途での使用においては、得られる吸水性樹脂粒子の大きさと生産効率の観点から、２段重
合を行うことが好ましい。
【００５６】
　１段目の水溶性エチレン性不飽和単量体の重合で得られる粒子の大きさは、多段重合に
おいて、適度な凝集粒径を得る観点から、中位粒子径２０～２００μｍが好ましく、３０
～１５０μｍがより好ましく、４０～１００μｍがさらに好ましい。なお、１段目の重合
粒子の中位粒子径は、前記１段目の重合が終了した後、脱水、乾燥することで測定できる
。
【００５７】
　２段重合を行う場合、後述の方法に従うことで、１段目の重合にて得られた粒子を凝集
し、衛生材料用途に適した比較的平均粒径の大きな吸水性樹脂を得ることができる。
【００５８】
　このとき、２段目重合に用いられる水溶性エチレン性不飽和単量体水溶液が、独立した
液滴を形成しないよう界面活性剤の作用を低下させる必要がある。たとえば、１段目の重
合終了後に冷却し、界面活性剤が少なくとも一部析出する温度で２段目重合の水溶性エチ
レン性不飽和単量体水溶液を添加することにより、前記凝集した粒子を得ることができる
。
【００５９】
　なお、２段目重合の水溶性エチレン性不飽和単量体水溶液の添加により、凝集粒子が得
られる方法であれば、前記方法に限定されるものでない。
【００６０】
　また、上記のように界面活性剤の界面活性作用を低下させた上で、２段目重合の水溶性
エチレン性不飽和単量体水溶液の添加を行うことにより、吸水性樹脂への石油系炭化水素
分散媒の残存量は更に低減することができる。
【００６１】
　２段目重合の水溶性エチレン性不飽和単量体としては、１段目重合の水溶性エチレン性
不飽和単量体として例示したものと同様なものが使用できるが、単量体の種類、中和度、
中和塩および単量体水溶液濃度は、１段目重合の水溶性エチレン性不飽和単量体と同じで
あっても異なっていてもよい。
【００６２】
　２段目重合の水溶性エチレン性不飽和単量体水溶液に添加される重合開始剤についても
、１段目重合の水溶性エチレン性不飽和単量体として例示したものから選択して使用する
ことができる。
【００６３】
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　また、２段目重合の水溶性エチレン性不飽和単量体水溶液にも、必要に応じて、内部架
橋剤、連鎖移動剤等を添加してもよく、１段目重合の水溶性エチレン性不飽和単量体とし
て例示したものから選択して使用することができる。
【００６４】
　１段目重合の水溶性エチレン性不飽和単量体１００質量部に対する２段目重合の水溶性
エチレン性不飽和単量体の添加量は、適度な凝集粒子を得る観点から、５０～３００質量
部が好ましく、１００～２００質量部がより好ましく、１２０～１６０質量部が最も好ま
しい。
【００６５】
　２段目の逆相懸濁重合における、撹拌手段２０１による撹拌は、全体が均一に混合され
ていればよい。凝集粒子径は、界面活性剤の析出状態や１段目重合の水溶性エチレン性不
飽和単量体に対する２段目重合の水溶性エチレン性不飽和単量体の量によって、変更でき
る。なお、衛生材料用途に好適な吸水性樹脂の凝集粒子径としては、２００～６００μｍ
が好ましく、２５０～５００μｍがさらに好ましく、３００～４５０μｍが最も好ましい
。
【００６６】
　２段目の逆相懸濁重合における反応温度についても、重合開始剤の種類や量によって異
なるので一概には決定することができないが、好ましくは３０～１００℃、より好ましく
は４０～９０℃である。２段以上の多段重合を行う場合、以後２段目重合を３段目、４段
目と読み換えて実行することができる。
【００６７】
　本実施形態の吸水性樹脂の製造装置５００において、重合反応器２００には、第１配管
２０２を介して熱交換構造体１００が接続されている。第１配管２０２は、一端部が重合
反応器２００の気相部分に連通するように、重合反応器２００の上部に接続され、他端部
が熱交換構造体１００の気体成分流入開口部５１に接続されている。また、第１配管２０
２には、配管内の流路を開閉する第１バルブ２０２Ａが設けられている。第１バルブ２０
２Ａが開放された状態となると、重合反応器２００の気相部分に存在する気体成分が、第
１配管２０２内を流過し、気体成分流入開口部５１を介して熱交換構造体１００に流入す
る。
【００６８】
　熱交換構造体１００は、重合反応器２００内の熱せられた気体成分と熱交換流体との間
の熱交換によって前記気体成分を冷却し、その冷却された気体成分である冷却気体成分を
、冷却気体成分放出開口部５２から放出する。なお、冷却気体成分放出開口部５２から放
出される冷却気体成分には、重合反応器２００から熱交換構造体１００に流入してきた気
体成分が、冷却されて凝縮（液化）された液体、および、冷却された気体が含まれる。
【００６９】
　この冷却気体成分放出開口部５２と重合反応器２００との間には、第２配管２０３が接
続されている。第２配管２０３には、配管内の流路を開閉する第２バルブ２０３Ａが設け
られている。第２バルブ２０３Ａが開放された状態となると、熱交換構造体１００から冷
却気体成分放出開口部５２を介して放出された冷却気体成分が、第２配管２０３内を流過
して、重合反応器２００内に流入する。本実施形態において、第２バルブ２０３Ａが設け
られた第２配管２０３が、冷却気体成分流入構造体として機能する。なお、熱交換構造体
１００の構成の詳細については、後述する。
【００７０】
　吸水性樹脂の製造装置５００では、熱交換構造体１００において、重合反応器２００内
の熱せられた気体成分と熱交換流体との間の熱交換によって前記気体成分を冷却し、その
冷却された冷却気体成分が、第２配管２０３を介して重合反応器２００内に流入されるの
で、重合反応器２００内の重合熱を除去することができ、水溶性エチレン性不飽和単量体
の重合反応の安定化を図ることができる。
【００７１】
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　重合反応器２００の底部には、重合反応終了後の重合反応器２００から、含水ゲル状架
橋重合体Ｒ２を含有する重合反応液Ｒ１を放出するための重合反応液放出開口部２０４が
設けられている。重合反応液放出開口部２０４を介して重合反応器２００から放出された
重合反応液Ｒ１は、濃縮器３００に流入する。
【００７２】
　重合反応液放出開口部２０４と濃縮器３００との間には、第３配管２０５が接続されて
いる。第３配管２０５には、配管内の流路を開閉する第３バルブ２０５Ａが設けられてい
る。第３バルブ２０５Ａが開放された状態となると、重合反応器２００から重合反応液放
出開口部２０４を介して放出された、含水ゲル状架橋重合体Ｒ２を含有する重合反応液Ｒ
１が、第３配管２０５内を流過して、濃縮器３００内に流入する。
【００７３】
　濃縮器３００は、重合反応液Ｒ１から液体成分を留去する。濃縮器３００を構成する材
料としては、銅、チタン合金、およびＳＵＳ３０４、ＳＵＳ３１６、ＳＵＳ３１６Ｌ等の
ステンレス鋼などを挙げることができるが、含水ゲル状架橋重合体Ｒ２の付着が抑制され
るという観点から、内壁面にフッ素樹脂加工などの表面加工が施されていることが好まし
い。
【００７４】
　濃縮器３００における重合反応液Ｒ１からの液体成分の留去処理は、常圧下でも減圧下
でも行ってよく、液体成分の留去効率を高めるために、窒素等の気流下で行ってもよい。
また、本実施形態では、濃縮器３００には撹拌手段３０１が配置されており、この撹拌手
段３０１によって重合反応液Ｒ１を撹拌しながら液体成分の留去処理が行われる。
【００７５】
　濃縮器３００による留去処理を常圧下で行う場合、濃縮器３００の設定温度は７０～２
５０℃が好ましく、８０～１８０℃がより好ましく、８０～１４０℃がさらに好ましく、
９０～１３０℃が最も好ましい。また、濃縮器３００による留去処理を減圧下で行う場合
、濃縮器３００の設定温度は６０～１００℃が好ましく、７０～９０℃がより好ましい。
【００７６】
　また、たとえば濃縮器３００における重合反応液Ｒ１からの液体成分の留去処理中に、
水溶性エチレン性不飽和単量体由来の官能基と反応性を有する官能基を２個以上含有する
後架橋剤を添加することが好ましい。重合後に架橋剤を添加し反応させることにより、吸
水性樹脂粒子の表面層の架橋密度が高まり、加圧下吸水能、吸水速度、ゲル強度等の諸性
能を高めることができ、衛生材料用途として好適な性能が付与される。
【００７７】
　前記架橋反応に用いられる後架橋剤としては、重合に用いた水溶性エチレン性不飽和単
量体由来の官能基と反応しうるものであれば特に限定されない。
【００７８】
　使用される後架橋剤としては、たとえば、エチレングリコール、プロピレングリコール
、１，４－ブタンジオール、トリメチロールプロパン、グリセリン、ポリオキシエチレン
グリコール、ポリオキシプロピレングリコール、ポリグリセリン等のポリオール類；（ポ
リ）エチレングリコールジグリシジルエーテル、（ポリ）エチレングリコールトリグリシ
ジルエーテル、（ポリ）グリセリンジグリシジルエーテル、（ポリ）グリセリントリグリ
シジルエーテル、（ポリ）プロピレングリコールポリグリシジルエーテル、（ポリ）グリ
セロールポリグリシジルエーテル等のポリグリシジル化合物；エピクロルヒドリン、エピ
ブロムヒドリン、α－メチルエピクロルヒドリン等のハロエポキシ化合物；２，４－トリ
レンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート等のイソシアネート化合物等の
反応性官能基を２個以上有する化合物；３－メチル－３－オキセタンメタノール、３－エ
チル－３－オキセタンメタノール、３－ブチル－３－オキセタンメタノール、３－メチル
－３－オキセタンエタノール、３－エチル－３－オキセタンエタノール、３－ブチル－３
－オキセタンエタノール等のオキセタン化合物、１，２－エチレンビスオキサゾリン等の
オキサゾリン化合物、エチレンカーボネート等のカーボネート化合物等が挙げられる。こ
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れらは、それぞれ単独で用いてもよく、２種以上を混合して用いてもよい。
【００７９】
　これらの中でも、反応性に優れている観点から（ポリ）エチレングリコールジグリシジ
ルエーテル、（ポリ）エチレングリコールトリグリシジルエーテル、（ポリ）グリセリン
ジグリシジルエーテル、（ポリ）グリセリントリグリシジルエーテル、（ポリ）プロピレ
ングリコールポリグリシジルエーテル、（ポリ）グリセロールポリグリシジルエーテル等
のポリグリシジル化合物が好ましい。
【００８０】
　前記後架橋剤の添加量は、重合に付された水溶性エチレン性不飽和単量体の総量１００
質量部に対して、好ましくは０．０１～５質量部、より好ましくは０．０２～３質量部で
ある。後架橋剤の添加量が０．０１質量部未満の場合、得られる吸水性樹脂の加圧下吸水
能、吸水速度、ゲル強度等の諸性能を高めることができず、５質量部を超える場合、吸水
能が低くなりすぎるため好ましくない。
【００８１】
　さらに、後架橋剤の添加方法は、後架橋剤をそのまま添加しても水溶液として添加して
もよいが、必要に応じて、溶媒として親水性有機溶媒を用いた溶液として添加してもよい
。この親水性有機溶媒としては、たとえば、メチルアルコール、エチルアルコール、ｎ－
プロピルアルコール、イソプロピルアルコールおよびプロピレングリコール等の低級アル
コール類、アセトン、メチルエチルケトン等のケトン類、ジエチルエーテル、ジオキサン
、およびテトラヒドロフラン等のエーテル類、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド等のアミド
類、並びに、ジメチルスルホキシド等のスルホキシド類等が挙げられる。これら親水性有
機溶媒は、それぞれ単独で使用してもよいし、２種類以上を併用してもよい。
【００８２】
　前記後架橋剤の添加時期は、重合終了後であればよく、特に限定されない。後架橋反応
は、濃縮器３００における重合反応液Ｒ１からの液体成分の留去処理中において、吸水性
樹脂１００質量部に対して、１～２００質量部の範囲の水分存在下に実施されるのが好ま
しく、５～１００質量部の範囲の水分存在下に実施されるのがさらに好ましく、１０～５
０質量部の水分存在下に実施されるのがよりさらに好ましい。このように、後架橋剤添加
時の水分量を調整することによって、より好適に吸水性樹脂の粒子表面層における後架橋
を施すことができ、優れた吸水性能を発現することができる。
【００８３】
　後架橋反応における温度は、５０～２５０℃が好ましく、６０～１８０℃がより好まし
く、６０～１４０℃がさらに好ましく、７０～１２０℃が最も好ましい。
【００８４】
　また、濃縮器３００による留去処理を常圧下で行う場合、共沸により系外に留出した液
体成分のうち、石油系炭化水素分散媒だけを還流させることにより、脱水を進めることが
できる。このような、濃縮器３００における石油系炭化水素分散媒の還流を実現するため
の構成として、本実施形態では、濃縮器３００には、第４配管３０２を介して熱交換構造
体１００が接続されている。第４配管３０２は、一端部が濃縮器３００の気相部分に連通
するように、濃縮器３００の上部に接続され、他端部が熱交換構造体１００の気体成分流
入開口部５１に接続されている。また、第４配管３０２には、配管内の流路を開閉する第
４バルブ３０２Ａが設けられている。第４バルブ３０２Ａが開放された状態となると、濃
縮器３００の気相部分に存在する気体成分（重合反応液Ｒ１中の液体成分の蒸気）が、第
４配管３０２内を流過し、気体成分流入開口部５１を介して熱交換構造体１００に流入す
る。
【００８５】
　熱交換構造体１００は、濃縮器３００内の熱せられた気体成分と熱交換流体との間の熱
交換によって前記気体成分を冷却し、その冷却された冷却気体成分を、冷却気体成分放出
開口部５２から放出する。この冷却気体成分放出開口部５２と濃縮器３００との間には、
第５配管３０３が接続されている。第５配管３０３には、油水分離装置３０７と、配管内
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の流路を開閉する第５バルブ３０３Ａとが設けられている。第５バルブ３０３Ａが開放さ
れた状態となると、油水分離装置３０７にて冷却気体成分から分離された石油系炭化水素
分散媒が、第５配管３０３内を流過して、濃縮器３００内に流入する。また、油水分離装
置３０７から分岐する第６配管３０４が設けられており、油水分離装置３０７にて冷却気
体成分から分離された水溶液は、分離回収器４０１に回収される。
【００８６】
　なお、本実施形態では、第５配管３０３に配置される第５バルブ３０３Ａを閉鎖状態に
し、油水分離装置３０７を稼動させないことによって、熱交換構造体１００の冷却気体成
分放出開口部５２から放出された冷却気体成分を、分離回収器４０１に回収することもで
きる。また、回収した石油系炭化水素分散媒に代えて、新しい石油系炭化水素分散媒を濃
縮器３００に添加してもよい。
【００８７】
　濃縮器３００の底部には、濃縮終了後の濃縮器３００から、所定量の液体成分が留去さ
れて濃縮された重合反応液Ｒ１の濃縮液を放出するための、濃縮液放出開口部３０５が設
けられている。濃縮液放出開口部３０５を介して濃縮器３００から放出された濃縮液は、
乾燥機４００に流入する。
【００８８】
　濃縮液放出開口部３０５と乾燥機４００との間には、第７配管３０６が接続されている
。第７配管３０６には、配管内の流路を開閉する第７バルブ３０６Ａが設けられている。
第７バルブ３０６Ａが開放された状態となると、濃縮器３００から濃縮液放出開口部３０
５を介して放出された濃縮液が、第７配管３０６内を流過して、乾燥機４００内に流入す
る。
【００８９】
　乾燥機４００は、水分率が好ましくは２０質量％以下、より好ましくは１０質量％以下
となるように濃縮液を加熱し、乾燥された吸水性樹脂を得る。乾燥機４００により得られ
た吸水性樹脂は、その流動性等の種々の特性を向上させるために、非晶質シリカ粉末等の
種々の添加物が添加されてもよい。なお、前記留去処理は、直接乾燥機４００にて濃縮お
よび乾燥を行ってもよく、留去処理の代わりにデカンテーション、ろ過、遠心分離機によ
り、生成粒子を分離し、次いで洗浄、乾燥してもよい。
【００９０】
　次に、図面を参照しながら本発明の熱交換構造体１００について説明する。図２は、本
発明の一実施形態に係る熱交換構造体１００の構成を示す図である。図３は、熱交換構造
体１００に備えられる板状部材７の構成を示す図である。なお、図３は、板状部材７を厚
み方向から見た図である。
【００９１】
　熱交換構造体１００は、水溶性エチレン性不飽和単量体の重合体である吸水性樹脂を含
有する重合反応液Ｒ１が収容された重合反応器２００および濃縮器３００とそれぞれ接続
され、重合反応器２００および濃縮器３００内の気体成分を冷却する。以下では、重合反
応液Ｒ１が収容された重合反応器２００と濃縮器３００とを、「収容器」と総称する。
【００９２】
　熱交換構造体１００は、収容器から放出された気体成分が流過する流路となる複数の内
部配管１１と外殻２とを含む。外殻２は、複数の内部配管１１を外方から覆うように筒状
（本実施形態では円筒状）に形成される胴部２１と、該胴部２１の軸線Ｓ方向一端部に連
なる第１蓋部２２と、胴部２１の軸線Ｓ方向他端部に連なる第２蓋部２３とを含んで構成
される。
【００９３】
　胴部２１内には、複数の内部配管１１が管束１になって設けられている。また胴部２１
には、内部配管１１内を流過する気体成分との間の熱交換によって気体成分を冷却する熱
交換流体を胴部２１内に供給するための開口を形成する熱交換流体供給開口部６１と、熱
交換流体を外部に放出するための開口を形成する熱交換流体放出開口部６２とが形成され
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ている。なお、本実施形態では、熱交換流体供給開口部６１は、胴部２１における軸線Ｓ
方向他端部側（第２蓋部２３が設けられる側）に設けられ、熱交換流体放出開口部６２は
、胴部２１における軸線Ｓ方向一端部側（第１蓋部２２が設けられる側）に設けられてい
る。胴部２１内には、熱交換流体が、熱交換流体供給開口部６１から熱交換流体放出開口
部６２に向けて流過するようになっている。
【００９４】
　また、胴部２１内には、複数の邪魔板３が設けられている。邪魔板３は、胴部２１内を
流過する熱交換流体の流れ方向を規則的に変化させるように構成されている。複数の邪魔
板３は、軸線Ｓ方向に一定間隔をあけて軸線Ｓに直交して設けられている。邪魔板３には
、挿通孔が形成されており、この挿通孔に内部配管１１が挿通されている。このような邪
魔板３が胴部２１内に設けられることによって、熱交換流体が、邪魔板３に案内されて、
蛇行するように流れ方向Ｂを変化させながら胴部２１内を流過するので、胴部２１に囲繞
された内部配管１１内を流過する気体成分と熱交換流体との間の熱交換効率を上げること
ができる。
【００９５】
　第１蓋部２２は、胴部２１の軸線Ｓ方向一端部に連なる筒状（本実施形態では円筒状）
の第１周壁部２２ａと、該第１周壁部２２ａの一端部を塞ぐ天板２２ｂとを含んで構成さ
れる。第１蓋部２２には、収容器から放出された気体成分を、第１蓋部２２を介して内部
配管１１内に流入させるための流入開口を形成する気体成分流入開口部５１が形成されて
いる。本実施形態では、気体成分流入開口部５１は、第１蓋部２２の第１周壁部２２ａに
設けられている。
【００９６】
　第２蓋部２３は、胴部２１の軸線Ｓ方向他端部に連なる筒状（本実施形態では円筒状）
の第２周壁部２３ａと、該第２周壁部２３ａの一端部を塞ぐ底板２３ｂとを含んで構成さ
れる。第２蓋部２３には、内部配管１１内を流過する気体成分が冷却されて生成された冷
却気体成分を、第２蓋部２３を介して外部に放出させるための放出開口を形成する冷却気
体成分放出開口部５２が形成されている。本実施形態では、冷却気体成分放出開口部５２
は、第２蓋部２３の底板２３ｂに設けられている。
【００９７】
　また、外殻２内には、第１隔壁４１と、第２隔壁４２と、板状部材７とが配置されてい
る。第１隔壁４１は、第１蓋部２２と胴部２１とを仕切るものである。第１隔壁４１は、
胴部２１の軸線Ｓ方向一端部に周縁部が固定されている。具体的には、第１隔壁４１は、
胴部２１の軸線Ｓ方向一端部の内周面に周縁部の外周面が接合されて固定されている。ま
た、第１隔壁４１は、胴部２１の軸線Ｓ方向一端部の端面に周縁部の底面が接合されて固
定されていてもよい。この第１隔壁４１には、内部配管１１の一端部が挿通される挿通孔
が形成されている。
【００９８】
　第２隔壁４２は、第２蓋部２３と胴部２１とを仕切るものである。第２隔壁４２は、胴
部２１の軸線Ｓ方向他端部に周縁部が固定されている。具体的には、第２隔壁４２は、胴
部２１の軸線Ｓ方向他端部の内周面に周縁部の外周面が接合されて固定されている。また
、第２隔壁４２は、胴部２１の軸線Ｓ方向他端部の端面に周縁部の上面が接合されて固定
されていてもよい。この第２隔壁４２には、内部配管１１の他端部が挿通される挿通孔が
形成されている。
【００９９】
　本実施形態の熱交換構造体１００では、収容器から放出された気体成分は、第１蓋部２
２に形成された気体成分流入開口部５１を介して、第１蓋部２２と第１隔壁４１とで囲ま
れた空間に流入する。このように、第１蓋部２２と第１隔壁４１とで囲まれた空間に流入
した気体成分は、筒状の胴部２１で囲繞された複数の内部配管１１内を流過する。内部配
管１１内を流過する気体成分は、胴部２１内を流過する熱交換流体との間で熱交換が行わ
れて冷却される。このようにして冷却された冷却気体成分は、第２蓋部２３と第２隔壁４
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２とで囲まれた空間に流入する。第２蓋部２３と第２隔壁４２とで囲まれた空間に流入し
た冷却気体成分は、第２蓋部２３に形成された冷却気体成分放出開口部５２を介して外部
に放出される。このようにして、熱交換構造体１００は、収容器から放出された気体成分
を冷却することができる。
【０１００】
　そして、本実施形態の熱交換構造体１００は、収容器から放出された気体成分が流入す
る、第１蓋部２２と第１隔壁４１とで囲まれた空間に、厚み方向に貫通する複数の貫通孔
７１が形成された板状部材７が設けられている。板状部材７は、第１蓋部２２の側壁部の
内周面における、気体成分流入開口部５１に対して軸線Ｓ方向下方側（胴部２１が配置さ
れる側）の位置から内方に延びて形成される。
【０１０１】
　本実施形態では、板状部材７は、その外縁端部が第１蓋部２２の側壁部の内周面の全周
にわたって接触して設けられている。ただし、板状部材７は、必ずしも、外縁端部が第１
蓋部２２の側壁部の内周面の全周にわたって接触して設けられる必要はなく、第１蓋部２
２と第１隔壁４１とで囲まれた空間に配置されていればよい。すなわち、板状部材７は、
第１隔壁４１への投影面が、必ずしも、第１隔壁４１の全面となる必要はない。
【０１０２】
　熱交換構造体１００には、上記のような板状部材７が設けられているので、気体成分に
同伴して流入してきた重合体が核となって成長した、第１蓋部２２の内周面に付着した塊
状物８１が、気体成分の流路となる内部配管１１が配置される胴部２１の部分に落下して
きたとしても、塊状物８１によって内部配管１１が閉塞されることを防止することができ
る。すなわち、板状部材７は、第１蓋部２２の内周面から剥離して落下してくる塊状物８
１を受け止めて、塊状物８１によって内部配管１１が閉塞されることを防止する。
【０１０３】
　また、熱交換構造体１００が、収容器として重合反応器２００と接続されている場合、
この重合反応器２００から熱交換構造体１００内に流入される気体成分には、モノマー（
水溶性エチレン性不飽和単量体）が含まれている場合がある。この場合には、モノマーに
よる重合反応により、第１蓋部２２の内周面に付着した重合体の、内周面に対する固着強
度が一層大きくなり、これによってより大きな塊状物８１へと成長することになる。この
ようにして、より大きく成長した塊状物８１が、第１蓋部２２の内周面から剥離して落下
したとしても、その塊状物８１を板状部材７によって受け止めることができるので、塊状
物８１によって内部配管１１が閉塞されることを防止することができる。
【０１０４】
　また、吸水性樹脂の製造装置５００は、重合反応器２００から放出された気体成分の流
路となる内部配管１１が配置される胴部２１に向けて塊状物８１が落下してきたとしても
、内部配管１１の閉塞を防止する板状部材７を含む熱交換構造体１００が備えられている
ので、塊状物８１の断片が、冷却気体成分に同伴して重合反応器２００内に流入すること
を防止することができるので、重合反応器２００内における重合反応により生成される吸
水性樹脂の均質性の低下を防止することができる。たとえば、重合反応器２００内に塊状
物８１の断片が流入した場合、吸水性樹脂の製品特性に影響を及ぼす、あるいは、凝集粒
子径の制御が困難になるなどのおそれがあるが、本実施形態では、重合反応器２００内に
塊状物８１の断片が流入することを、板状部材７によって防止するので、凝集粒子径の制
御性が良好であり、これによって吸水性樹脂の均質性の低下を防止することができる。
【０１０５】
　なお、板状部材７には、厚み方向に貫通する複数の貫通孔７１が形成されているので、
第１蓋部２２と第１隔壁４１とで囲まれた空間から、胴部２１に囲繞された内部配管１１
までの、気体成分の流路は、確保されている。
【０１０６】
　また、板状部材７は、第１蓋部２２に対してフランジを介して着脱自在に固定されて設
けられている。長期間の使用により、多くの塊状物８１が板状部材７に付着した場合には
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、板状部材７を第１蓋部２２から取り外して、付着した塊状物８１を洗浄除去するように
すればよい。また、塊状物８１が付着した板状部材７を第１蓋部２２から取り外して、新
しい板状部材７と交換するようにしてもよい。このように、新しい板状部材７と交換する
ようにした場合には、装置稼働率を飛躍的に向上させることができる。
【０１０７】
　また、板状部材７は、胴部２１の軸線Ｓに対して傾斜していることが好ましい。このよ
うに、板状部材７を傾斜させて設ける場合には、板状部材７の傾斜方向下端部が、第１蓋
部２２の側壁部の内周面における、気体成分流入開口部５１に対して軸線Ｓ方向下方側に
位置するようにすればよい。板状部材７を軸線Ｓに対して傾斜して設けることによって、
第１蓋部２２の内周面から剥離して、板状部材７上に落下してきた塊状物８１を、傾斜方
向下方側に集めることができるので、板状部材７に形成される貫通孔７１の全てが塊状物
８１によって閉塞されることを長期間にわたって防止することができ、そのため、第１蓋
部２２と第１隔壁４１とで囲まれた空間から、胴部２１に囲繞された内部配管１１までの
、気体成分の流路を、長期間にわたって確保することができる。
【０１０８】
　なお、軸線Ｓに垂直な第１隔壁４１に対する、板状部材７の傾斜角度θは、５～８０°
が好ましく、１０～６０°がより好ましく、２０～５０°がさらに好ましい。傾斜角度θ
を５°以上に設定することによって、板状部材７上に落下してきた塊状物８１を、傾斜方
向下方側に集めるという効果がより確実に発揮される。傾斜角度θを８０°以下に設定す
ることによって、板状部材７が収容される第１蓋部２２と第１隔壁４１とで囲まれた空間
が大きくなりすぎることを防止することができる。
【０１０９】
　また、板状部材７の開口率（板状部材７の表面における貫通孔７全体の占める面積割合
）は、２０～９５面積％が好ましく、３０～９５面積％がより好ましく、４０～９０面積
％がさらに好ましい。板状部材７の開口率を前記範囲に設定することによって、第１蓋部
２２と第１隔壁４１とで囲まれた空間から、胴部２１に囲繞された内部配管１１までの、
気体成分の流路を充分に確保することができる。
【０１１０】
　また、板状部材７は、第１蓋部２２と第１隔壁４１とで囲まれた空間に、複数配置する
ようにしてもよい。
【０１１１】
　また、熱交換構造体１００を構成する材料としては、銅、チタン合金、およびＳＵＳ３
０４、ＳＵＳ３１６、ＳＵＳ３１６Ｌ等のステンレス鋼などを挙げることができるが、傾
斜配置される板状部材７上に落下してきた塊状物８１の、傾斜方向上方側から下方側に向
けての滑り性を考慮すると、板状部材７には、フッ素樹脂加工などの表面加工が施されて
いることが好ましい。
【０１１２】
　また、板状部材７を傾斜させて設ける場合には、板状部材７の傾斜方向下端部の位置が
、軸線Ｓ方向に関して気体成分流入開口部５１が設けられる位置に一致しないようにする
ことが好ましい。これによって、板状部材７上に落下してきた塊状物８１の、傾斜方向下
方側に集められる位置が、気体成分流入開口部５１が設けられる位置に対してずれた位置
となるので、塊状物８１によって気体成分流入開口部５１が閉塞されることを抑制するこ
とができる。
【０１１３】
　また、板状部材７は、第１蓋部２２の側壁部に設けられる気体成分流入開口部５１の流
入開口を正面視するような方向から板状部材７を見たときに、流入開口を中心に外方側が
下がった湾曲形状に形成されるようにしてもよい。これによって、板状部材７上に落下し
てきた塊状物８１の、傾斜方向下方側に集められる位置が、気体成分流入開口部５１が設
けられる位置に対してずれた位置となるので、塊状物８１によって気体成分流入開口部５
１が閉塞されることを抑制することができる。
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【０１１４】
　また、板状部材７は、複数の貫通孔７１が形成されたものであれば、その形状は特に限
定されないが、図３（ａ）に示すような、矩形状の貫通孔７１が網目状に形成されたもの
を例示することができる。また、図３（ｂ）に示すような、円形状の貫通孔７１Ａが複数
形成された板状部材７Ａも例示することができる。
【０１１５】
　さらに、図３（ｃ）に示すような板状部材７Ｂも例示することができる。板状部材７Ｂ
は、矩形状の貫通孔７１Ｂが網目状に形成されたものであり、さらにその表面にＶ字帯状
の塊状物案内片７２Ｂが設けられている。この板状部材７Ｂを傾斜させて設ける場合には
、板状部材７Ｂの傾斜方向下端部がＶ字状の塊状物案内片７２Ｂの広がり部分となり、か
つ、塊状物案内片７２Ｂの広がり部分の位置が、軸線Ｓ方向に関して気体成分流入開口部
５１が設けられる位置に略一致するように、板状部材７Ｂを第１蓋部２２内に配置する。
これによって、板状部材７Ｂ上に落下してきた塊状物８１の、塊状物案内片７２Ｂによっ
て案内されて、傾斜方向下方側に集められる位置が、気体成分流入開口部５１が設けられ
る位置に対してずれた位置となるので、塊状物８１によって気体成分流入開口部５１が閉
塞されることを抑制することができる。
【符号の説明】
【０１１６】
　１　管束
　２　外殻
　３　邪魔板
　７，７Ａ，７Ｂ　板状部材
　１１　内部配管
　２１　胴部
　２２　第１蓋部
　２３　第２蓋部
　４１　第１隔壁
　４２　第２隔壁
　５１　気体成分流入開口部
　５２　冷却気体成分放出開口部
　６１　熱交換流体供給開口部
　６２　熱交換流体放出開口部
　７１，７１Ａ，７１Ｂ　貫通孔
　７２Ｂ　塊状物案内部
　８１　塊状物
　１００　熱交換構造体
　２００　重合反応器
　３００　濃縮器
　４００　乾燥機
　４０１　分離回収器
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